平成24年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：県産材流通対策費
	事業名: 県産材利用促進アドバイス事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　　　　　　　　　
　　　　　　　林政部　県産材流通課　県産材需要拡大担当　電話番号：058-272-1111（内3013）

　　　E-mail：c11545@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：500千円（前年度予算額：500千円）
	事業内容


	１　事業の内容


（１）木造住宅アドバイザー養成事業
　①木材や木造建築に係る技術講座を受講し、消費者からの木造建築に関する相談等に対応できる建築士等を「岐阜県木造住宅アドバイザー」として登録、公表し、消費者からの各種相談等に対応できる体制を整備する。
②既認定者に対して、最新の知識や技術に関するスキルアップ講習会を開催する。

（２）木造住宅相談員養成事業

　①木造住宅の良さ、木造使用の意義等に関する講座を受講し、木造住宅を推奨することができる営業担当者等を「岐阜県木造住宅相談員」として登録、公表し、営業力の向上を図り消費者への情報提供ができる体制を整備する。
（３）土木事業アドバイス事業
　　　　 ①国土交通省の現地機関、森林管理署、市町村関係課及び庁内関係課で、「県産材
　　  利用促進連絡会議」を開催し、利用工法の提案及び需給情報の交換を行う。

　②木材を利用した工法の優良事例について、公共土木設計担当を対象とした研修会を行う。
（４）大型木造建築アドバイス事業
　　　①公共建築設計担当、建築士等を対象に研修会を行う。

	２　所要経費


　県産材利用促進アドバイス事業費　500

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

　　２　儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる

　　・県産材住宅の建築戸数を増加させ、県産材需要量を拡大する
	２　これまでの取組状況


土木工事・大型木造建築アドバイス研修会には、それぞれ延べ３２２名、１９０名が参加し、県産材を使用する意義やメリットのほか、コストや設計手法について普及促進を図った。
木造住宅アドバイザーは延べ１７６名を養成・認定するとともに、既認定者に対し継続的な研修を実施し、知識の向上を図った。
	３　これまでの取組に対する評価


　県内の住宅着工数が落ち込む中、木造住宅アドバイザーがぎふ証明材を使用した住宅の設計に関わった件数、相談を受けた件数ともに年々増加しており、木造住宅アドバイザーは県産材住宅建設促進に貢献していると考えている。
	１月２０日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	500

	要求額
	500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	500

	1月20日時点査定額
	500
	0
	0
	0
	0
	O
	0
	0
	500

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


